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 本ガイドラインでは、スマートコミュニティが必要な背景とメリットを下図のように整理している。 

 
図２ スマートコミュニティが必要な背景とメリット 

 

また、スマートコミュニティ構築における検討手順を下図のとおり整理している。 

 

図３ スマートコミュニティ構築における検討手順 
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事例② 低炭素まちづくり計画作成マニュアル 

 平成 24 年９月、「都市の低炭素化の促進に関する法律」が定められた。本法の目的は「地球温暖化対

策の推進に関する法律と相まって、都市の低炭素化の促進を図り、もって都市の健全な発展に寄与する

こと」とされているとおり、低炭素まちづくり計画（以下、本計画）は、都市の低炭素化を促進するた

めのまちづくりに関する計画として位置付けられている。 
 

 

図４ 低炭素まちづくり計画の概要 
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本計画における記載事項および計画作成の流れは、下記の通りである。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５ 低炭素まちづくり計画の作成の流れ 

 

低炭素まちづくり計画で実現を目指す施策は、下記の７項目である。本計画に記載した事業について

は、各種の特例措置を受けることが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【低炭素まちづくり計画で実現を目指す施策】 

① 都市機能の集約 
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 なお、平成 26 年 6 月に第 1 次のモデル自治体が選出されており、今年度中に各自治体において地域強

靭化計画が策定される予定となっている。 
 
【第１次実施団体】 

① 北海道 
② 千葉県旭市 
③ 東京都荒川区 
④ 新潟県新潟市 
⑤ 山梨県 
⑥ 岐阜県 

⑦ 静岡県 
⑧ 愛知県・同県名古屋市 
⑨ 和歌山県・同県和歌山市 
⑩ 徳島県 
⑪ 高知県・同県高知市 
⑫ 長崎県 
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２．自治体におけるスマートコミュニティ基本計画等の策定状況 

 主に、自治体を対象にスマートコミュニティ、スマートシティなどに関する計画の策定状況を調査し

た。 
 
（１）全国の自治体における策定状況 

 全国の自治体を対象に、スマートコミュニティに関連した計画策定の状況を整理した。 
 調査の結果、得られた傾向は下記のとおりである。 
 
 
 
 
  

○ 策定時期 
経済産業省の「次世代エネルギー・社会システム実証事業」の 4自治体（北九州市、横浜市、けい

はんな学園都市、豊田市）と秋田市を除き、平成 23 年 3 月に発災した東日本大震災以降に策定され

ている。 
 
○ 計画の位置付け 
経済産業省が主導する実証事業や補助事業に基づき、マスタープラン等を策定している自治体が

12 自治体であった（表２の無着色の自治体）。 
独自計画として策定している自治体は、11 自治体が抽出された。西宮市は、地球温暖化対策地域

推進計画の実行計画として位置付けられているが、その他の計画については、庁内での位置づけがあ

いまいなものが多い。 
 
○ 計画の特徴 
独自計画として策定しているものの多くが、将来像、目標、施策、重点プロジェクトの構成となっ

ている。 
再生可能エネルギーの導入や EMS の導入、省エネ対策などが主体となっている。 
 

 
○ 課題点 
まちづくりと連動したものはほとんどない。まちづくりや電力需給構造にまで言及した計画もある

が、事業としての採算性や事業主体、実現性の観点から、具体性は乏しい。 
推進体制が明確でなく、各施策やプロジェクトの主体者も明確でない。 
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表２ 市区町村によるスマートコミュニティ関連計画の策定状況 

自治体名 計画名 策定年月日 

計画の対象 

自治体

全域 

特定地

域・施設等

【経済産

業省】 

次世代エ

ネルギ

ー・社会シ

ステム実

証プロジ

ェクト 

北九州

市 

北九州スマートコミュニティ創造事業

マスタープラン 
平成 22 年 8 月   ○ 

横浜市 
YSCP（横浜スマートシティプロジェク

ト）マスタープラン 
平成 22 年 8 月   ○ 

けいは

んな学

園都市 

けいはんなエコシティ次世代エネルギ

ー・社会システム実証プロジェクト 
平成 22 年 8 月   ○ 

豊田市 

愛知県豊田市における『家庭･コミュニ

ティ型』低炭素都市構築実証プロジェ

クト マスタープラン 

平成 22 年 8 月   ○ 

秋田市 あきたスマートシティ・プロジェクト 平成 23 年 3 月 ○   

平成 23 年 3 月 11 日 東日本大震災 

鳥取市 
鳥取市スマート・グリッド・タウン構

想 
平成 23 年 5 月 ○   

【経済産

業省】 

スマート

コミュニ

ティ導入

促進事業 

会津若

松市 

スマートコミュニティ導入促進事業費

補助金におけるマスタープラン 

平成 24 年 4 月   ○ 

気仙沼

市 
平成 24 年 4 月   ○ 

石巻市 平成 24 年 4 月   ○ 

大衡村 平成 24 年 4 月   ○ 

山元町 平成 24 年 4 月   ○ 

宮古市 平成 24 年 4 月   ○ 

釜石市 平成 24 年 4 月   ○ 

北上市 平成 24 年 4 月   ○ 

赤磐市 
あかいわスマートコミュニティビジョ

ン 
平成 24 年 10 月 ○   

新潟市 新潟市スマートエネルギー推進計画 平成 24 年 3 月 ○   

釜石市 釜石市スマートコミュニティ基本計画 平成 25 年 3 月 ○   

都留市 
小水力発電を核とした地域主導の中山

間地型水環境スマートコミュニティ 
平成 25 年 3 月  ○ 

弘前市 弘前型スマートシティ構想 平成 25 年 3 月 ○   

足利市 足利市スマートシティ推進プラン 平成 25 年 3 月 ○   

西宮市 

西宮市再生可能エネルギー・省エネル

ギー推進計画－参画と協働によるスマ

ートコミュニティの実現をめざして－

平成 26 年 3 月 ○   

宇部市 宇部市スマートコミュニティ構想 平成 26 年 3 月 ○   

宇都宮市 
ネットワーク型コンパクトシティ形成

ビジョン 中間取りまとめ 
平成 26 年 3 月 ○   
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（２）主な計画の概要 

■ 釜石市スマートコミュニティ基本計画（平成 25 年 3 月） 

（特徴：市の全域を計画対象として、市民の暮らしや地域産業の活性化を中心に置いたスマコミ計画） 
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■ あかいわスマートコミュニティビジョン（平成 24 年 10 月） 

（特徴：再エネ導入促進や交通対策による温暖化対策と災害時のエネルギー確保が中心） 
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■ 弘前型スマートシティ構想（平成 25 年 3 月） 

（特徴：雪等の地域資源を活用した生活の快適性向上を中心とした構想） 
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■ 西宮市再生可能エネルギー・省エネルギー推進計画（平成 26 年 3 月）（1／2） 

（特徴：地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の実行計画としての位置付け） 
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■ 西宮市再生可能エネルギー・省エネルギー推進計画（平成 26 年 3 月）（2／2） 
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３．まとめ 

１）スマートコミュニティ構築に関連するガイドラインの事例 

・ 「スマートコミュニティガイドライン（東北経済産業局）」は、おもに「システム」の導入ガイド

ラインとなっている。自治体が「再生可能エネルギー導入計画」を作ることを前提としたガイドラ

インではあるが、計画の内容や位置付け、自治体の役割などが明確ではない。 

・ 「低炭素まちづくり計画作成マニュアル（国土交通省・環境省・経済産業省）」は、特例措置や補

助を受けることを目的とした計画であり、具体的で実用的である。一方で、キーワードが「低炭素」

であるため、エネルギー以外の分野（緑分野、交通分野など）も対象になっているため、スマート

コミュニティに特化したものではない。 

・ 「低炭素まちづくり実践ハンドブック （国土交通省 都市局都市計画課）」では、低炭素の取組に

おける環境部局と都市部局の調整イメージが掲載されるなど、自治体職員に対して示唆の大きいも

のである。ただし、低炭素まちづくり計画作成マニュアルと同様、その守備範囲は広い。 

・ 「国土強靱化地域計画策定ガイドライン（内閣官房国土強靱化推進室）」は、「強靭化」をキーワー

ドとして、エネルギーも含めた広い分野を対象にしたアンブレラ計画である。スマートコミュニテ

ィの構築を、防災や環境、まちづくりなどを含む全庁的な取組みとして展開する場合には、活用の

余地がある。ただし、国は「自然災害」によるリスクを対象としており、「地球温暖化」リスクも

含めた地域強靭化計画を策定することが可能か否か、確認の必要がある。 

 

２）自治体におけるスマートコミュニティ基本計画等の策定状況 

・ 自治体独自に策定した計画については、「構想」や「ビジョン」のレベルが多く、実現化の手法や

実施主体、事業採算性などについては触れられていないものが多い。 

・ まちづくりや防災との連動はあまり見受けられず、地球温暖化対策地域推進計画や再生可能エネル

ギーの導入促進計画などと施策やプロジェクトが似通っているものが多い。 

・ 各自治体ともに、電力の自由化等の動きを十分にとらえきれておらず、将来の「地域全体のエネル

ギー需給構造」を見通せていないと感じられる。 

・ ｽﾏｰﾄコミュニティを推進する組織（協議会、コンソーシアム等）を立ち上げている自治体もある。

釜石市では、実際にコンソーシアムによる民間企業による提案募集を行っている。 

 

 

 


